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研修報告書

	所　　属　　コメディカルG　　職　種　臨床検査技師　　氏　名　佐藤　志穂

	期　　間　　平成27年1月17日

	出張目的　　平成26年度結核医療関係者研修会

	出 張 先　　青森県観光物産館アスパム　5階あすなろ

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【考察】

　近年、結核の罹患率は減少傾向にあるが、医療機関・高齢者社会福祉施設・職場・学校等での集団感染事例は、全国において毎年報告されている。また、多剤耐性結核菌の発現も問題となっており、患者の早期発見・感染拡大防止が重要とされている。今回の研修を通して、結核についての知識を再確認するとともに特に高齢者に対する結核対策について学び、感染対策管理委員会として当法人での患者発生時の対応策の見直しと今後のスタッフ教育に活かしたいと思い、この研修へ臨んだ。

　青森県の結核新登録患者数は、176人でやはり高齢者（特に80歳以上）に多い傾向にあり、東北6県では1番罹患率が高く、13.2（人口10万人対）である。加えて、認知症・身体合併症を患っている方が多く、医療機関や施設・在宅医療介護サービス等を利用している方も多い。また、典型的な症状が認められなかったり、合併症の諸症状と重なって結核と判断することも容易ではなくなったりしている。このことから集団生活での蔓延防止や治療を完遂する為には、医療機関・保健所は元より地域（薬局・サービス提供者・市町村等）の連携が重要であることが分かった。

また、認知症の方が結核に罹患した場合、結核の症状を自身で訴えることが困難である，徘徊があり他者との接触が多い等の理由から、他の入院・入所者へ容易に感染が拡大してしまう危険性が高い。いかに早期発見・早期診断（治療）に繋げられるかが課題となり、入院・入所時のチェックによってハイリスク者の把握をし、スタッフの気付きから日々の健康管理を徹底することが大切である。

結核院内感染対策について

公益財団法人結核予防会結核研究所　平山隆則　氏

＜結核の自然史＞









＜感染から発病までの期間＞　　　　　　　　　　＜結核の標準治療＞　
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※潜在性結核感染治療は“2年以内”に　　　　　　※潜在性結核感染治療は、通常“1剤”である。

＜早期診断のポイント＞

1 まず、結核を疑ってみること

· 結核は、決して過去の病気ではない

· 長引く（2週間以上続く）咳に注意

· 高齢者では典型的な症状が出ないことも多い

· 体重減少，食欲がなくなる，だるさにも要注意

2 疑ったら、Ｘ線検査・喀痰検査を行うこと

· Ｘ線検査は感度は高いが、特異度は低い

· 結核の確定診断は菌を証明することである

＜結核は「公費負担医療」である＞

· 結核の治療は患者個人への対応であると同時に、薬剤耐性菌の出現防止と感染拡大を防ぐ意味で、公衆衛生の対応でもある。

· 適正医療の推進を目的とした公費による医療の提供の基準が決められている。

· その基準については、結核医療の基準に基づき審査会で審査する。

＜入院基準＞→感染症法施行規則19条：蔓延を防止する必要があると認めるとき

1 肺結核・咽頭結核・喉頭結核または気管・気管支結核の患者であり、喀痰塗抹検査結果が陽性であるとき

2 喀痰塗抹検査結果が陰性であった場合に、喀痰・胃液または気管支鏡検体を用いた塗抹検査・培養検査または核酸増幅法の検査のいずれかの結果が陽性であり、以下のア，イまたはウに該当するとき

1） 感染防止のために入院が必要と判断される呼吸器系の症状がある。

2） 外来治療中に排菌量の増加が見られている。

3） 不規則治療や治療中断により再発している。

※イ）ウ）の場合は、多剤耐性結核が疑われる。

＜退院させなければならない基準＞

1 咳・発熱・結核菌を含む喀痰等の症状が消失したとき

2 結核菌を含む喀痰の焼失は、異なった日の喀痰培養検査の結果、連続して3回陰性であることとする。

※ただし3回目の検査結果は、核酸増幅法の検査結果とすることもできる。その場合、核酸増幅法の検

者結果が陽性であった場合でも、その後の培養検査結果が陰性であった場合、連続3回の陰性とみなすものとする。

→培養結果判明まで期間があるので、可能な限り短縮できるように配慮する。

　ＰＣＲ陽性は死菌のこともあるので、陽性であっても連続が途切れないように配慮する。

＜退院させることができる基準＞

1 2週間以上の標準的化学療法が実施され、咳・発熱・喀痰等の臨床症状が消失している。

2 2週間以上の標準的化学療法が実施された後の異なった日の喀痰塗抹検査または培養検査の結果が連続して3回陰性である。（3回の検査方法の組み合わせは問わない。）

3 患者が治療継続および感染拡大防止の重要性を理解し、且つ退院後の治療継続および他者への感染防止が可能であると確認できる場合。（なお、確認にあたって、医師および保健所長は別紙に記載されている事項を確認すること。）

＜入退院基準の運用＞

1 必要最小限の措置（法第22条の2）を原則に、不必要な入院がないように入院期間はなるべく短期にすること。

2 塗抹陰性であっても、必要に応じて周囲への感染拡大を防止できるようにすること。

3 患者が多剤耐性結核である場合、またその可能性がある場合を含めて、必要な入院治療が行われること。

4 結核対策において、確実な治療が行われること。

＜就業制限について＞

●解除基準

1 入院患者→「退院させなければならない基準」と同じ（異なった日の喀痰検査結果が連続3回陰性）

2 治療開始時に入院を要さない患者（治療開始時の培養検査または核酸増幅法検査結果が陽性）

→（1）2週間以上の標準的化学療法実施

　（2）治療経過が良好

　（3）異なった日の培養検査法または核酸増幅法検査結果が2回連続して陰性

※「接客業その他の多数の者に接する業務」についての制限であり、これに該当しない業務に就くことは妨げない。

＜結核院内（施設内）感染対策の手引き（平成26年度版）＞

1 結核院内感染対策の基本5要素

· 菌の除去→早期発見：一般（未感染）患者等との分離・早期治療開始

· 菌の密度低下→換気・採痰時の注意・紫外線照射・患者のサージカルマスク着用

· 吸入菌量の減少（防止）→職員のＮ95型マスク着用

· 発病予防→BCG接種（乳幼児）・LTBI治療

· 発病の早期発見→定期健診・有症状時の早期受診

2 医療施設内感染予防の体制整備

· 感染対策委員会（Infection Control Committee:ICC）
· 感染対策チーム（Infection Control Team:ICT） 

· 感染対策委員会/感染対策チームの役割

3 患者の早期発見

· 咳や痰が2週間以上続くような場合には、患者のサージカルマスク着用を確認し、胸部Ｘ線検査および結核菌検査を確実に実施（3日間連続検痰）

· どの診療科においても、咳が続く患者に胸部Ｘ線検査や喀痰の結核菌検査の実施を定着させる。

· 結核の既往がある者，胸部Ｘ線検査で既往所見が認められる者，免疫抑制状態にある患者や結核発病のリスクが高いとされる者を把握しておく。

4 患者発生時の対応ポイント

· 本人，家族への説明→知識不足による不安の解消

· 患者には必要に応じて、サージカルマスクの着用

· ICCに報告し、院内での情報共有

· 排菌状況等から、蔓延防止の必要性を考えて転院の要否や入院先を決定する。

· 発生届を保健所に直ちに提出し、接触者健診について保健所と協議する。

· 治療によって排菌量や感染力を下げる。

5 職員の健康管理

· 入職時の健康診断

→胸部Ｘ線検査とIGRA検査

· IGRA陽性者

　　→概ね2年以内の感染時にはLTBI治療を推奨


＜精神科病棟の特徴＞

1 患者が感染源の場合が多い。

· 長期入院患者に結核既感染の高齢者が多い。

2 患者発見が遅れ、多くの患者が感染することが多い。

· 患者が症状を訴えないことが多い。

· 病棟や病室等が閉鎖されていることが多い。

· 患者が1ヶ所に集まっていることが多い。

· 胸部Ｘ線検査の読影に慣れた医師が少ない。

3 精神疾患の対応が難しいことがある

· 結核専門機関への受診が容易にできない場合がある。

· 検査の実施が容易でない場合がある。

· 潜在性結核感染症治療の実施も困難な場合がある。

＜精神科病棟での対応＞

· 入院時に胸部Ｘ線検査を行い、異常所見の有無を評価して記録を残す。（発病リスクを評価する。）

· 年1回は胸部Ｘ線検査を実施する。

· 看護職員は患者の咳に注意し、咳が続く場合は主治医あるいはICTへ報告し、胸部Ｘ検査および喀痰結核菌検査を実施する。

· 換気回数は可能な限り十分に確保する。

· 結核患者が発生した場合は、保健所と密な連携が不可欠である。

＜高齢者施設での対応＞

· 入所時に胸部Ｘ線検査を含むリスク評価を行う。

· 年1回は胸部Ｘ線検査を実施する。

· 職員や入所者の咳，痰が長引く場合は、胸部Ｘ線検査および喀痰検査を実施する。

· 呼吸器症状が無くても、発熱・食欲不振・体重減少等の全身症状が認められる高齢者には、胸部Ｘ線検査を実施する。必要があれば喀痰検査を実施する。

· 換気回数は可能な限り十分に確保する。

· 結核患者が発生した場合は、保健所と密な連携が不可欠である。

＜医療機関等における基本的な結核予防対策＞

1 感染対策委員会（ICC）および感染対策チーム（ICT）による組織的対応

2 院内感染リスクの評価（過去1年間の結核患者診断数・受診から診断までの分析）

3 院内感染対策指針/マニュアルの作成・運用

4 医療機関等の実状に応じた優先診療の方法の検討

5 職員教育：結核の予防・感染対策・診断・治療等

6 結核患者を収容できる個室の確保

7 必要な場合のＮ95型マスクの着用

8 職員の定期健康診断受診の励行

9 患者発生時に保健所と連携した接触者健康診断の実施

生涯で10～20％


BCGによって1/4に


潜在性結核感染の内服で1/10に
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無治療では3～5年で50％





治癒





無治療では30％が自然治癒





＜積極的に治療を勧める理由＞


発病した場合には、患者に感染させる可能性があるデンジャーグループに属する。


QFT陽性者が発病し、院内感染の原因となった場合に大きな問題とされる可能性がある。








